
�愛媛県告示第９７４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉海町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉海町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９７５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉海町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９７６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、吉海町長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は、吉海町の地域であることを確認した旨の届出

があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９７７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、吉海町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、大洲市土地改良区から次のとおり役員が就任し、及

び退任した旨の届出があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第９７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、伊予三島市豊岡町土地改良区から認可申請のあった

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

大町中地区）の計画の変更を平成１５年４月１１日認可した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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告 示

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

吉海町大字本庄５９１の１から５９１の３まで、５９３及
び６１８から６２１までの地先 ２，３９５．５３

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字本庄 吉海町大字本庄５９１の１から５９１の３まで
、５９３及び６１８から６２１までの地先公有水
面埋立地

２，３９５．５３

新 た に 生 じ た 土 地 の 所 在 面 積
（平方メートル）

吉海町大字臥間１及び１の４並びに大字椋名１０６８
の地先 １，８２５．５２

字の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

大字臥間 吉海町大字臥間１及び１の４並びに大字
椋名１０６８の地先公有水面埋立地 １，８２５．５２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 小 泉 勝 明 大洲市八多喜町甲１９９番地３

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 二 宮 政 勝 大洲市若宮３６２番地４
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�愛媛県告示第９８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、東予市三芳土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・

六反地上地区）の施行を平成１５年４月１１日認可した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、吉井土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・石田地区）の施

行を平成１５年４月１１日認可した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、丹原町土地改良区から認可申請のあった新たな土地

改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・田野

上方地区）の施行を平成１５年４月１１日認可した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、丹原町土地改良区から認可申請のあった新たな土地

改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・光下

田地区）の施行を平成１５年４月１１日認可した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、波方町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・御城谷地区）の施行に平成

１５年４月１１日同意した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、松山市から協議のあった市営土地改良事業（た

め池等整備事業・尾股地区）の施行に平成１５年４月１１日同意

した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、八幡浜市南部土地改良区から次のとおり土地

改良事業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９８７号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づ

き事業の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

砥部町

２ 事業の種類

原町地区公民館（仮称）新築工事

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県伊予郡砥部町原町地内

� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

平成１５年３月１０日に、砥部町から申請のあった原町地区

公民館（仮称）新築工事（以下「本件事業」という。）に

関する事業認定の理由は、以下のとおりである。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

本件事業は、土地収用法第３条第２２号に掲げる「社会

教育法（昭和２４年法律第２０７号）による公民館」に関す

る事業に該当する。

このため、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要

件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

社会教育法第２１条第１項において、「公民館は、市町

村が設置する。」と規定されていることから、本件事業

の起業者である砥部町は、本件事業を施行する権能を有

すると認められる。

また、起業者は本件事業の実施年度に必要となる工事

費、用地補償費等の予算を計上及び計上予定しており、

本件事業が施行されることは確実と認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の

要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

本件事業は、砥部町の第三次長期総合計画に基づき原

町地区の住民を対象とした公民館を新築するものである

。

ア 本件事業は、生涯学習等の拠点施設を整備すること

により、地区住民の教養や芸術文化活動の向上、健康

の増進を図り、生活文化の振興及び社会福祉の増進に

寄与するものであり、本件事業の施行により得られる

利益は、相当程度存在すると認められる。

イ 一方、本件事業の施行により失われる利益として周

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（
かんがい排水） 八幡浜南部地区 平成１５年２月２８日

愛 媛 県 報平成１５年４月２２日 第１４５０号
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辺環境への影響が考えられるが、起業地が宅地及び雑

種地であること、また本件事業が環境影響評価法（平

成９年法律第８１号）等による環境影響評価の対象事業

となっていないことから、周辺環境への影響は極めて

小さいものと考えられる。

よって、本件事業の施行により失われる利益は軽微

であると認められる。

ウ 本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的

条件、社会的条件、経済的条件及び工事施行等の技術

的条件による３案の候補地の比較検討を行い、総合的

に最も優れた案を採用しているものと認められる。

また、本件事業に係る起業地の範囲は、必要最小限

に限定されているものと認められる。

エ アで述べた得られる利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに

、ウで述べたように、本件事業の起業地は他の候補地

と比較して最も適切であると認められる。

以上により、本件事業は、土地収用法第２０条第３号

の要件を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

本件事業は、地区住民の多様なニーズに総合的に応え

、地区住民の生活文化の振興及び社会福祉の増進に寄与

するとともに、地域の活動拠点として、砥部町の第三次

長期総合計画に基づき整備するもので、土地を収用する

公益上の必要があると認められるため、土地収用法第２０

条第４号の要件を充足すると判断される。

� 結論

�から�までにおいて述べたように、本件事業は土地
収用法第２０条各号の要件を充足するものと判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

砥部町役場

�������
�愛媛県告示第９８８号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実

施する旨の通知があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（一等重力測量）

２ 作業期間 平成１５年５月８日から

平成１５年１２月１２日まで

３ 作業地域 松山市、八幡浜市、宇和島市

�������
�愛媛県告示第９８９号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第１項の規定に基

づき、国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量を実

施する旨の通知があった。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基準点測量）

２ 作業期間 平成１５年５月１２日から

平成１６年３月３１日まで

３ 作業地域 松山市

�愛媛県告示第９９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯谷口川内線
温泉郡川内町大字松瀬川字中坪甲１７３２番３から

同大字字三軒舎甲１３９０番まで

旧 ３．３～１０．０ ０．２５５

新 ９．０～２３．３ ０．２５１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯谷口川内線
温泉郡川内町大字松瀬川字中坪甲１７３２番３から

同大字字三軒舎甲１３９０番まで
平成１５年４月２２日

愛 媛 県 報平成１５年４月２２日 第１４５０号
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�愛媛県告示第９９２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１５年４月２２日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５松局伊土検（開）第１号

平成１５年４月４日
伊予郡松前町大字西高柳字隅田８４番１

伊予郡松前町大字西高柳１１３番地１
川 田 元 康

１５松局建（開）第１号

平成１５年４月４日
温泉郡重信町大字牛渕字竹株１３６５番１及び１３６６番３

温泉郡重信町野田三丁目１０番地１
武 市 志 美

１５八局大土（開）
第１３７２－３号の２
平成１５年４月８日

大洲市西大洲字山部甲９８６番１、甲９８７番１、甲９８７番２、甲９８８番１
、甲９９０番１、甲９９１番、甲９９２番、甲９９２番地先里道及び甲９９２番地
先水路

八幡浜市産業通３番３号
株式会社 大任建設
代表取締役 鈴 木 欽次郎

平成１５年４月２２日 印刷
平成１５年４月２２日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円５１０

愛 媛 県 報平成１５年４月２２日 第１４５０号


